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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第67期

第３四半期
連結累計期間

第68期
第３四半期
連結累計期間

第67期

会計期間
自 平成25年４月１日

至 平成25年12月31日

自 平成26年４月１日

至 平成26年12月31日

自 平成25年４月１日

至 平成26年３月31日

売上高 （千円） 8,359,973 8,169,192 11,776,523

経常利益又は経常損失（△） （千円） 119,100 △104,183 352,948

四半期（当期）純利益又は
四半期純損失（△）

（千円） 49,242 △171,346 179,367

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 67,822 △158,438 193,321

純資産額 （千円） 1,858,977 1,671,180 1,932,086

総資産額 （千円） 8,378,978 9,007,421 8,663,498

１株当たり四半期（当期）
純利益金額又は
四半期純損失金額（△）

（円） 3.46 △12.05 12.62

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額

（円） － － －

自己資本比率 （％） 22.2 18.6 22.3
 

 

回次
第67期

第３四半期
連結会計期間

第68期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成25年10月１日

至 平成25年12月31日

自 平成26年10月１日

至 平成26年12月31日

１株当たり四半期純利益金額
又は四半期純損失金額（△）

（円） 3.40 △1.05
 

(注)  １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第67期第３四半期連結累計期間及び第

67期については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　第68期第３四半期連結累計期間は、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式が存在していな

いため記載しておりません。

　

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内

容について、重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

（１）業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府及び日本銀行による継続的な経済・金融政策がなされた

ものの、消費税率引き上げの影響が大きかったことにより、依然として先行き不透明な状況が続いております。

このような状況のもと、当社グループの売上高は81億69百万円（前年同四半期比2.3％減）、営業損失は１億10百

万円（前年同四半期は１億25百万円の利益）、経常損失は１億４百万円（前年同四半期は１億19百万円の利益）、

四半期純損失は１億71百万円（前年同四半期は49百万円の利益）となりました。

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

①情報サービス事業

当セグメントにおきましては、主力のソフトウェア受託開発事業の売上が対前年同四半期比で減収となり、人

事給与・会計を中心としたプロダクト事業及びクラウドサービスを含めたデータセンター事業は堅調に推移した

ものの、それをカバーするに至りませんでした。また、連結子会社のＧＢＲ株式会社につきましても減収とな

り、情報サービス事業全体として売上が微減となりました。

以上の結果、売上高は58億58百万円（前年同四半期比1.5%減）となりました。

セグメント利益においては、主力のソフトウェア受託開発事業の特定案件の原価増加が影響し大幅減益となり

ました。また、連結子会社のＧＢＲ株式会社につきましても、売上減少に伴い減益となりました。

以上の結果、40百万円（前年同四半期比81.9%減）の利益となりました。

②物流事業

当セグメントにおきましては、売上高は23億10百万円（前年同四半期比4.1%減）となりました。

各事業の概況は次のとおりであります。

倉庫事業は、東扇島倉庫の賃貸料の値下げと芝浦倉庫、大井ジャパン倉庫の空坪の発生により、売上高は７億

51百万円（前年同四半期比4.1％減）となりました。

港運事業は、建材埠頭での沿岸作業及び骨材取扱の減少により、売上高は４億40百万円（前年同四半期比8.1％

減）となりました。

陸運事業は、小麦粉輸送は堅調に推移しましたが、セメント輸送の減少による減収のため、売上高は11億19百

万円（前年同四半期比2.5％減）となりました。

セグメント利益においては、倉庫事業は東扇島賃貸料の値下げ、港運事業は前年度好況であった東京港頭地区

開発事業での沿岸作業の減少、陸運事業は天候不順・人材不足による土木事業の遅れによるセメント輸送事業の

不調によりすべての事業で減益したため、２億37百万円（前年同四半期比12.2％減）の利益に留まりました。

 

EDINET提出書類

鈴与シンワート株式会社(E04337)

四半期報告書

 3/19



（２）財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末における財政状態は、前連結会計年度末と比較して、総資産は３億43百万円、負債

は６億４百万円増加し、純資産は２億60百万円減少いたしました。

総資産の主な変動要因は、現金及び預金の増加１億４百万円、仕掛品の増加４億72百万円、受取手形及び売掛金

の減少４億88百万円などによるものであります。

負債の主な変動要因は、長期借入金の増加３億66百万円、短期借入金の増加68百万円、支払手形及び買掛金の減

少１億19百万円などによるものであります。

純資産の主な変動要因は、四半期純損失の計上と配当金による利益剰余金の取り崩しによるものであります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

（１） 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 52,800,000

計 52,800,000
 

 
② 【発行済株式】

 

種類

第３四半期会計期間末

現在発行数(株)

(平成26年12月31日)

提出日現在

発行数(株)

(平成27年２月13日)

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 14,500,000 14,500,000
東京証券取引所　　
市場第二部

単元株式数は1,000株
であります。

計 14,500,000 14,500,000 － －
 

 
（２） 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 
（３） 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 
（４） 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 
（５） 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日

発行済株式

総数増減数

(千株)

発行済株式

総数残高

(千株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金

増減額

(千円)

資本準備金

残高

(千円)

平成26年10月１日～
平成26年12月31日

－ 14,500 － 765,000 － 125,000
 

 
（６） 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７） 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成26年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

① 【発行済株式】

平成26年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）  

－ －  普通株式 285,000

  

完全議決権株式（その他） 普通株式 14,180,000 14,180 －

単元未満株式 普通株式 35,000 － －

発行済株式総数  14,500,000 － －

総株主の議決権  － 14,180 －
 

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式671株が含まれております。

 
② 【自己株式等】

平成26年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）      

鈴与シンワート株式会社
東京都港区芝
四丁目１番23号

285,000 － 285,000 1.96

計 － 285,000 － 285,000 1.96
 

（注）発行済株式総数に対する所有株式数の割合は小数点第３位以下を切り捨てて表示しております。
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２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成26年10月１日から平成

26年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、監査法人大手門会計事務所による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成26年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 767,098 871,882

  受取手形及び売掛金 1,943,775 ※  1,454,779

  商品及び製品 64,823 62,366

  仕掛品 319,884 792,478

  原材料及び貯蔵品 396 448

  その他 174,338 285,894

  貸倒引当金 △1,088 △584

  流動資産合計 3,269,228 3,467,264

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 1,164,456 1,093,356

   土地 2,489,232 2,489,232

   その他（純額） 686,246 808,736

   有形固定資産合計 4,339,935 4,391,325

  無形固定資産   

   のれん 64,069 49,284

   その他 120,740 147,431

   無形固定資産合計 184,810 196,715

  投資その他の資産   

   投資有価証券 254,019 327,408

   繰延税金資産 434,839 479,673

   その他 198,289 163,390

   貸倒引当金 △23,550 △23,474

   投資その他の資産合計 863,597 946,997

  固定資産合計 5,388,343 5,535,038

 繰延資産 5,926 5,118

 資産合計 8,663,498 9,007,421
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成26年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 810,385 690,476

  短期借入金 1,585,926 1,654,340

  未払法人税等 135,948 15,028

  賞与引当金 247,257 129,821

  受注損失引当金 3,630 159

  その他 256,333 610,015

  流動負債合計 3,039,480 3,099,841

 固定負債   

  社債 300,000 300,000

  長期借入金 1,703,946 2,070,741

  再評価に係る繰延税金負債 199,437 199,437

  役員退職慰労引当金 18,285 16,381

  退職給付に係る負債 1,288,365 1,384,533

  その他 181,896 265,306

  固定負債合計 3,691,931 4,236,399

 負債合計 6,731,412 7,336,241

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 765,000 765,000

  資本剰余金 125,000 125,000

  利益剰余金 930,822 657,152

  自己株式 △36,686 △36,831

  株主資本合計 1,784,135 1,510,321

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 13,058 16,117

  土地再評価差額金 187,282 187,282

  退職給付に係る調整累計額 △52,390 △42,540

  その他の包括利益累計額合計 147,950 160,859

 純資産合計 1,932,086 1,671,180

負債純資産合計 8,663,498 9,007,421
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

売上高 8,359,973 8,169,192

売上原価 7,812,014 7,832,462

売上総利益 547,958 336,729

販売費及び一般管理費 422,512 447,621

営業利益又は営業損失（△） 125,446 △110,891

営業外収益   

 受取利息 160 132

 受取配当金 4,885 5,327

 持分法による投資利益 － 10,223

 受取賃貸料 14,834 14,841

 その他 11,256 12,185

 営業外収益合計 31,136 42,711

営業外費用   

 支払利息 30,096 32,272

 持分法による投資損失 3,248 －

 その他 4,138 3,730

 営業外費用合計 37,483 36,003

経常利益又は経常損失（△） 119,100 △104,183

特別損失   

 固定資産除却損 6,419 15,839

 その他 － 299

 特別損失合計 6,419 16,139

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

112,680 △120,322

法人税等 63,438 51,023

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

49,242 △171,346

四半期純利益又は四半期純損失（△） 49,242 △171,346
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

49,242 △171,346

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 18,579 3,059

 退職給付に係る調整額 － 9,849

 その他の包括利益合計 18,579 12,908

四半期包括利益 67,822 △158,438

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 67,822 △158,438
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【注記事項】

（会計方針の変更）

　（有形固定資産の減価償却方法の変更）

有形固定資産の減価償却方法については、従来、当社及び連結子会社では主に定額法を採用しておりましたが、

第１四半期連結会計期間より全て定額法に変更しております。

これは、主に情報サービス事業でハウジング業務から始めたデータセンターが、クラウドビジネス等サービス提

供型ビジネスに拡大してきたことに伴い、クラウドビジネス等サービス提供型ビジネスの重要性が高まっており、

資産の使用実態を踏まえ、定額法に変更することが適切であると判断したことによるものであります。

これにより、当第３四半期連結累計期間の営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失はそれぞれ13,070

千円減少しております。

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

 
　（退職給付に関する会計基準等の適用）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた

定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込

額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を退職給付の支払見

込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第３四半

期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減し

ております。

この結果、当第３四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が48,527千円増加し、利益剰余金が31,251千

円減少しております。

なお、当第３四半期連結累計期間の営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失に与える影響は軽微であ

ります。

 
(四半期連結貸借対照表関係)

※  四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が、

四半期連結会計期間末残高に含まれております。

 前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

受取手形 －千円 2,601千円
 

 
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期

連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のと

おりであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日
  至  平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成26年４月１日
  至  平成26年12月31日)

減価償却費 236,461千円 263,189千円

のれんの償却額 14,785千円 14,785千円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月26日
定時株主総会

普通株式 35,538 2.50 平成25年３月31日 平成25年６月27日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日後

となるもの

該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月26日
定時株主総会

普通株式 71,071 5.00 平成26年３月31日 平成26年６月27日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日後

となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

 
報告セグメント

調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

情報サービス
事業

物流事業 計

売上高      

  外部顧客への売上高 5,949,911 2,410,062 8,359,973 － 8,359,973

  セグメント間の内部売上
高又は振替高

927 189 1,116 △1,116 －

計 5,950,838 2,410,251 8,361,089 △1,116 8,359,973

セグメント利益 224,941 269,972 494,914 △369,467 125,446
 

(注) １ セグメント利益の調整額△369,467千円には、セグメント間取引消去△1,116千円、各報告セグメントに配分

していない一般管理費等の全社費用△368,351千円が含まれております。

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

 
報告セグメント

調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

情報サービス
事業

物流事業 計

売上高      

  外部顧客への売上高 5,858,654 2,310,537 8,169,192 － 8,169,192

  セグメント間の内部売上
高又は振替高

1,354 63 1,417 △1,417 －

計 5,860,009 2,310,600 8,170,609 △1,417 8,169,192

セグメント利益又は損失
（△）

40,619 237,002 277,621 △388,513 △110,891
 

(注) １ セグメント利益又は損失（△）の調整額△388,513千円には、セグメント間取引消去△1,417千円、各報告セ

グメントに配分していない一般管理費等の全社費用△387,095千円が含まれております。

２ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

　

３．報告セグメントの変更等に関する事項

会計方針の変更等に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より退職給付債務及び勤務費用の計算方法を変更し

たことに伴い、事業セグメントの退職給付債務及び勤務費用の計算方法を同様に変更しております。

なお、当該変更による当第３四半期連結累計期間のセグメント利益又は損失に与える影響は軽微であります。

(有形固定資産の減価償却方法の変更)

「会計方針の変更」に記載のとおり、当社及び連結子会社では主に定額法を採用しておりましたが、第１四半期

連結会計期間より全て定額法に変更しております。これにより、従来の方法によった場合と比較して、当第３四半

期連結累計期間のセグメント利益が、「情報サービス事業」で13,070千円増加しております。

 

EDINET提出書類

鈴与シンワート株式会社(E04337)

四半期報告書

15/19



 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日
  至  平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成26年４月１日
  至  平成26年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額又は
四半期純損失金額(△)

３円46銭 △12円５銭

(算定上の基礎)   

四半期純利益金額又は
四半期純損失金額(△)(千円)

49,242 △171,346

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る四半期純利益金額又は
四半期純損失金額(△)(千円)

49,242 △171,346

普通株式の期中平均株式数(株) 14,214,876 14,214,236
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額について、前第３四半期連結累計期間については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

当第３四半期連結累計期間は、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式が存在していないため記

載しておりません。

 
(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

平成27年２月10日

鈴与シンワート株式会社

取締役会  御中

 

監査法人　大手門会計事務所
 

 
　

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   才   川   久   男   印

 

　

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   中   村   尋   人   印

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている鈴与シンワート

株式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成26年10月１日か

ら平成26年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年12月31日まで)に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、鈴与シンワート株式会社及び連結子会社の平成26年12月31日現在

の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。

　

強調事項

会計方針の変更等に記載されているとおり、会社及び連結子会社は、従来、有形固定資産の減価償却方法について、

主に定額法を採用していたが、第１四半期連結会計期間より全て定額法に変更している。

　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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